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鳥取県中小企業団体中央会鳥取県版経営革新総合支援補助金

〈高度生産性向上型〉　公募要領

平成２８年度「鳥取県中小企業団体中央会鳥取県版経営革新総合支援補助金〈高度生産性向上型〉」について公募を行いますので、交付を希望される方は下記に基づき応募されるようご案内いたします。

１　制度の目的

本補助金は、中小企業者の成長段階や経営戦略に応じた総合的な支援の一環として、国内外の需要獲得に向けたサービス開発や生産プロセスの改善等に資する設備投資を支援し、県内企業の競争力強化を図ることを目的とする。
２　補助対象者・対象事業・対象経費・補助率・補助金額・補助期間・利用回数
	１

補助

対象者
	サービス開発・試作品開発・生産プロセス改善等による生産性向上に取り組む県内中小企業者

	２

補助対象
事業
	サービス開発・試作品開発・生産プロセス改善等による生産性向上に取り組む事業で、以下の条件をみたすもの。

○実施しようとする事業計画が、投資利益率について年３パーセント以上の向上が見込まれ、かつ正規雇用者について２名以上の増加を前提とする事業計画であること 

	３

補助対象
経費
	設備

導入
費


	事業計画の実施に必要な設備（機械装置、工具器具、備品、システム）の県内事業所への導入費（購入、改修、リース費用等） 
※建物は除く。
※事業規模下限は1,000千円とする。

	４

補助率
	対象経費の３分の２以内

	５

補助金額
	上限10,000千円（千円未満は切り捨てる。）

	６

補助期間
	最長24カ月

	７

利用回数
	対象者に付き１回を限度とする。 


※委託に係る経費については、県内事業者が実施したものに限る。ただし、やむを得ない事情により県内事業者への発注が困難と中央会が事前に認めた場合についてはこの限りでない。
３　予算額
　
５０，０００千円　（※平成２８年度鳥取県中小企業団体中央会交付決定枠）
４　応募等の手続き
(１)　事業計画書の提出
本補助金の交付を希望される方は、以下のとおり書類を提出してください。
【提出書類】
ア　鳥取県版経営革新総合支援補助金〈高度生産性向上型〉事業計画書（４ページ）
イ　補助事業計画書（５ページ）
　　※国の「ものづくり・商業・サービス新展開支援補助金」事業計画書による代替も可。
ウ　補足説明資料（７ページ）

エ　収支予算書（８ページ）　※必要に応じて９ページの「県外発注理由書」も添付。
オ　決算書（直近２年間の貸借対照表、損益計算書、個別注記表）
カ　定款若しくは登記事項証明書（提出日より３カ月以内に発行されたもの）
キ　会社概要
ク　投資設備の内容や経営改善等の取組内容がわかる資料（必要に応じて添付）

【提出先（お問合せ先）】
　　　　　鳥取県中小企業団体中央会
　　　　　　住　所：〒６８０－０８４５　鳥取市富安１丁目９６番地
電　話：０８５７－２６－６６７１　　ＦＡＸ：０８５７－２７－１９２２
【応募受付期間】
平成２８年６月１３日～平成２８年６月３０日

(２)　審査の実施

　　　事業計画書を受付後、外部有識者による審査を実施し県へ協議の上、採択の可否を決定し、通知します。
※審査の結果、採択されないこともありますので、ご了承ください。

【審査のポイント】
ア　国内外の需要獲得に向けたサービス開発や生産プロセスの改善等の経営力向上にかかる取組の妥当性
イ　投資利益率、雇用要件の妥当性
ウ　技術面に係る革新性・優位性
エ　事業化面に係る実現可能性・地域経済への波及効果
 (３)　交付申請書の提出

事業計画が採択された方は、交付申請書を提出してください。（詳細については、計画が採択された方に別途ご案内します。）
受け付けた交付申請について、予算の範囲内で本補助金の交付決定を行います。

５　補助事業スキーム













６　注意事項
（１）応募について

応募に係る一切の費用は応募者自身の負担となります。

（２）補助対象経費について

○補助金の交付決定前に発注、購入、契約等を実施したものは補助対象となりません。また、補助対象期間を過ぎて支出した費用は、原則として補助対象外となります。

○消費税、振込・代引手数料は補助対象経費になりません。（値引に当たる振込手数料相当額も同様）

○単なる購入ではなく、委託に係る経費については、原則として県内事業者へ発注するもののみが補助対象経費として認められます。やむを得ず県外事業者へ委託する必要がある場合は、事前に鳥取県中小企業団体中央会の承認を得る必要があります。

（３）補助事業実施中・実施後

○交付決定を受けた内容に変更がある場合は、変更承認申請が必要な場合がありますので、事前に担当者へご相談ください。
○補助金は原則として精算払いとなります。
○補助事業者は、補助対象経費の収支状況等を証する書類（見積書、発注書、契約書、納品書、請求書、領収書、通帳等）を整備し、事業完了年度の翌年度から起算して５年間保存する必要があります。
参考様式
年　　月　　日
鳥取県中小企業団体中央会
会　長　　谷　口　譲　二　　様　
住　　　所
名　　　称
代表者役職
代表者氏名　　　　　　　　　　　　印
平成２８年度鳥取県版経営革新総合支援補助金〈高度生産性向上型〉事業計画書の提出について
　鳥取県版経営革新総合支援補助金〈高度生産性向上型〉の交付を受けたいので、鳥取県中小企業団体中央会鳥取県版経営革新総合支援補助金〈高度生産性向上型〉交付要領第８条第１項の規定により、下記のとおり書類を提出します。
記
	補助対象経費の額
	

	交付申請希望額
	

	添付書類
	１　補助事業計画書
２　補足説明資料
３　収支予算書
４　決算書（直近２年間の貸借対照表、損益計算書、個別注記表）
５　定款若しくは登記事項証明書（提出日より３カ月以内に発行されたもの）
６　会社概要


　　　　※添付書類の１については、国の「ものづくり・商業・サービス新展開支援補助金」事業計画書による代替も可。
様式第１号（第８条関係）
事業計画書
（１）応募者の概要等
	１．応募者の概要
企　業　名：
代表者の役職及び氏名：　
住　　　所：（〒　　　　　－　　　　　）
電話番号：
FAX番号：
担当者の役職及び氏名：
担当者のﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ：
資本金(出資金)
　　万円　
従業員
　　人　
主たる業種（日本標準産業分類、中分類）
　
創業・設立日
Ｍ・Ｔ・Ｓ・Ｈ 年 月 日


	平成　　年　　月～平成　　年　　月
平成　　年　　月～平成　　年　　月
①売上高
②経常利益
③当期利益
２．経営状況表（注）直近２期分の実績を記載してください。　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

	


（２）事業内容（枠に収まらない場合は、適宜拡げてください。複数ページになっても結構です）
	１．事業計画名（３０字程度）

	本事業で取り組む対象分野となる業種（日本産業分類、中分類）


	２．事業計画の概要（１００字程度）


	３．事業の具体的な内容（主にこの内容について審査します）

	その１：革新的な試作品開発・生産プロセスの改善の具体的な取組内容
その２：将来の展望（本事業の成果の事業化に向けて想定している内容及び期待される効果）
○概　要
○事業計画（会社全体の計画を記載してください）
直近期末
( 年 月期)
１年後
( 年 月期)
２年後
( 年 月期)
３年後
( 年 月期)
４年後
( 年 月期)
５年後
( 年 月期)
①売上高
②営業利益
③営業外費用
経常利益※１(②－③)
伸び率（％）※２
④人件費
⑤減価償却費
付加価値額(②+④+⑤)
伸び率（％）※２
⑥設備投資額※３
投資利益率※４
　※１　経常利益の算出は、営業外収益を入れません。
※２　伸び率は、直近期末を基準に計算してください。
　※３　取得等をする設備の取得価額の合計額を記入してください。
　※４　２年後の欄の計算方法：（②と⑤の２年後－１年後）÷（⑥の１年後） 

　　　　３年後の欄の計算方法：（②と⑤の２年後＋３年後－（１年後×２））÷２÷（⑥の１年後）
　※５　創業まもなく、直近期末欄に記入ができない場合は、１年後以降の計画（見通し）額を記入してください。


（別紙）
補足説明資料
（1） 補助事業の実施日程（※最長２４ヶ月）
〔開始予定日〕　　　　　　　　　　　〔終了予定日〕
　□交付決定日　　～　　交付決定日から（　　）年経過する日
　□交付決定日　　～　　平成　　年　　月　　日
　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
（２）従業員数の内訳
	
	直近期末
( 年 月期)
	１年後
( 年 月期)
	２年後
( 年 月期)
	３年後
( 年 月期)
	４年後
( 年 月期)
	５年後
( 年 月期)

	従業員数
	
	
	
	
	
	

	
	うち正規雇用者の数
	
	
	
	
	
	


※現時点の正規雇用者の数（実数）　　　　　　　　　　人〔Ａ〕
※補助事業終了時点の正規雇用者の数（計画）　　　　　人〔Ｂ〕
※補助事業期間中の増加人数（計画）　　　　　　　　　人〔Ｂ〕－〔Ａ〕　≧２人であること。
（３）他の補助金の活用の有無（有・無）

　　 ※他の補助金の活用の有無について、「有」、「無」のいずれかに○をしてください。

　　 ※「有」の場合は、活用する補助金名やその事業内容、当該補助金に関する問合せ先（補助金を所管している部署名や団体名及び連絡先）を記載してください。

（４）当該事業以外で補助金の交付を受けた実績（県・国等の補助金について、過去３年間の実績を記載。申請予定のものも含む）
□ 平成　　年度鳥取県版経営革新計画支援補助金
□ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
様式第２号（第８条関係）
	補助事業（変更）収支予算書

	
	
	
	
	
	

	１．収入の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	（単位：円）

	
	金　額
	資金の調達先

	自 己 資 金
	
	

	借　入　金
	
	

	補　助　金
	
	

	そ　の　他
	
	

	補助対象経費計
	
	

	
	
	
	
	
	

	２．支出の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	（単位：円）

	経費区分
	経費
内訳・明細
	発注先／
所在地
	補助事業に
要する経費
	補助対象
経　　費
	負担区分

	
	
	
	
	
	補助金負担
	自己負担

	設備導入費
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	計（※補助率2/3以内）
（※補助金負担は千円未満切り捨て）
	（　　　　　　　）
	（　　　　　　　）
	（　　　　　　 ）
	（　　　 　　　）

	
	
	
	
	


（注）　１　補助対象経費について、県外事業者への発注を予定している場合は、別紙様式「県外発注理由書」に必要事項を記載の上、収支予算書とあわせて提出すること。
２　委託に係る経費のうち、補助対象経費とできるものは、やむを得ない事情により事前に鳥取県中小企業団体中央会が認めた場合を除き県内事業者が実施したものに限る。
３　括弧内には交付決定時の金額を記載すること。
４　必要に応じて行を増やして使用すること。（１ページに収まらなくても構わない）
（参考様式）
県外発注理由書
	経費区分
	経費の内容
	発注先
事業者名
	発注先
所在地
	当該経費に係る
県内事業者の状況
	県内発注できない理由、県外発注で無ければならない理由

	設備導入費
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


様式第３号（第１０条関係）
年　　月　　日
鳥取県中小企業団体中央会
会　長　　谷　口　譲　二　　様　
住　　　所
名　　　称
代表者役職
代表者氏名　　　　　　　　　　　　印
平成２８年度鳥取県版経営革新総合支援補助金〈高度生産性向上型〉交付申請書
　鳥取県版経営革新総合支援補助金〈高度生産性向上型〉の交付を受けたいので、鳥取県中小企業団体中央会鳥取県版経営革新総合支援補助金〈高度生産性向上型〉交付要領第１０条第２項の規定により、下記のとおり申請します。
記
	補助対象経費の額
	

	交付申請額
	

	添付書類
	１　補助事業計画書
２　補足説明資料
３　収支予算書
４　決算書（直近２年間の貸借対照表、損益計算書、個別注記表）
５　定款若しくは登記事項証明書（提出日より３カ月以内に発行されたもの）
６　会社概要


　　　　※添付書類の１については、国の「ものづくり・商業・サービス新展開支援補助金」事業計画書による代替も可。
様式第５号（第１５条関係）
年　　月　　日
鳥取県中小企業団体中央会
会　長　　谷　口　譲　二　　様
住　　　所
名　　　称
代表者役職
代表者氏名　　　　　　　　　　　　印
平成２８年度鳥取県版経営革新総合支援補助金〈高度生産性向上型〉変更承認申請書
　平成　　年　　月　　日付第　　　　　　号で交付決定通知があった上記補助金について、鳥取県中小企業団体中央会鳥取県版経営革新総合支援補助金〈高度生産性向上型〉交付要領第１５条第１項の規定により、下記のとおり変更したいので申請します。
記
１　概要
	実施計画名
	

	事業担当者の
職　 氏　 名
	

	連絡先
	電　話：　　　　　　　　　　FAX：
e-mail：


２　変更内容（変更内容が複数あるときは、以下の表をその数だけ作成し、記入すること）
	変更内容
	変更前
	

	
	変更後
	

	変更理由
	


· 経費の変更を伴う場合は、収支予算書を添付すること。
様式第６号（第１６条関係）
年　　月　　日
鳥取県中小企業団体中央会
会　長　　谷　口　譲　二　　様
住　　　所
名　　　称
代表者役職
代表者氏名　　　　　　　　　　　　印
平成２８年度鳥取県版経営革新総合支援補助金〈高度生産性向上型〉中止（廃止）届出書
　平成　　年　　月　　日付第　　　　　　号で交付決定通知があった上記補助金について、鳥取県中小企業団体中央会鳥取県版経営革新総合支援補助金〈高度生産性向上型〉交付要領第１６条の規定により、下記のとおり中止（廃止）を届け出ます。
記
１　概要
	事業計画名
	

	事業担当者の
職　 氏　 名
	

	連絡先
	電　話：　　　　　　　　　　FAX：
e-mail：


２　中止（廃止）理由等
	中止（廃止）の理由
	

	今後の見通し
	


様式第７号（第１８条関係）
平成　　年　　月　　日　
鳥取県中小企業団体中央会
会　長　　谷　口　譲　二　　様
報告者
住　所
名　　  称
代表者役職
代表者氏名　　　　　
平成２８年度鳥取県版経営革新総合支援補助金〈高度生産性向上型〉に係る補助事業進捗状況
報告書
平成　　年　　月　　日付第　　　　　　号で交付決定通知があった上記補助金に係る平成　　年　　３月３１日現在の遂行状況について、鳥取県中小企業団体中央会鳥取県版経営革新総合支援補助金〈高度生産性向上型〉交付要領第１８条第の規定により、別紙のとおり報告します。
別紙
１　補助事業の進捗状況
	事業計画名
	

	事業担当者の
職　 氏　 名
	

	連絡先
	電　話：　　　　　　　　　　FAX：
e-mail：

	事業内容
	(1)実施内容（補助事業実施計画書に記載した内容に沿って記入すること）
(2)事業成果（目標達成状況等）
(3)今後の予定



２　予算の執行状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	交　付　決　定
	補助対象経費
	交付決定額

	
	
	

	前年度までの実績
	
	

	本年度実績
（～3月31日）
	
	

	今後の執行見込み
	
	


様式第８号（第１９条関係）
平成　　年　　月　　日　
鳥取県中小企業団体中央会
会　長　　谷　口　譲　二　　様
報告者
住　所
名　　  称
代表者役職
代表者氏名　　　　　
平成２８年度鳥取県版経営革新総合支援補助金〈高度生産性向上型〉に係る補助事業実績報告書
平成　　年　　月　　日付第　　　　　　号で交付決定通知があった上記補助金の実績について、鳥取県中小企業団体中央会鳥取県版経営革新総合支援補助金〈高度生産性向上型〉交付要領第１９条第１項の規定により、下記のとおり報告します。
記
	交付決定
	補助対象経費
	補助金額

	
	
	

	実　　績
	
	

	差　　引
	
	

	添付書類
	１　補助事業実施報告書
２　収支決算書


別紙
補助事業実施報告書
１　実施主体の概要
	· 企業名
· 代表者職・氏名
· 住　所
· 電話番号・ファクシミリ番号
· メールアドレス（担当者）
· 担当者職・氏名
· 業　種
· 資本金・出資金（千円）
· 従業員数（人）


２　事業の概要
	(1)事業計画名


	(2)事業全体の実施日程
〔開　始　日〕 　　　　　　　〔終　了　日〕
平成　　年　　月　　日　～　平成　　年　　月　　日

	(3)他の補助金の活用の有無（有・無）

　　 ※他の補助金の活用の有無について、「有」、「無」のいずれかに○をしてください。

　　 ※「有」の場合は、活用する補助金名やその事業内容、当該補助金に関する問合せ先

（補助金を所管している部署名や団体名及び連絡先）を記載してください。


３　実施内容
	(1)実施結果（補助事業実施計画書に記載した実施項目に沿って、取組み内容を具体的に記載すること。当初計画からの変更点があれば、変更内容・経緯等についても記載する。）


	(2)目標達成状況、鳥取県版経営革新計画〈高度生産性向上型〉の現在までの成果


	(3)今後の展開・方向性（課題含む）



別紙
	補助事業収支決算書

	
	
	
	
	
	

	１．収入の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	（単位：円）

	
	金　額
	資金の調達先

	自 己 資 金
	
	

	借　入　金
	
	

	補　助　金
	
	

	そ　の　他
	
	

	補助対象経費計
	
	

	
	
	
	
	
	

	２．支出の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	（単位：円）

	経費区分
	経費
内訳・明細
	発注先／
所在地
	補助事業に
要した経費
	補助対象
経　　費
	負担区分

	
	
	
	
	
	補助金負担
	自己負担

	設備導入費
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	計（※補助率2/3以内）
（※補助金負担は千円未満切り捨て）
	（　　　　　　　）
	（　　　　　　　）
	（　　　　　　 ）
	（　　　 　　　）

	
	
	
	
	


（注）１　委託に係る経費のうち、補助対象経費とできるものは、やむを得ない事情により事前に
鳥取県中小企業団体中央会が認めた場合を除き県内事業者が実施したものに限る。
２　括弧内には交付決定時の金額を記載すること。
３　必要に応じて行を増やして使用すること。（１ページに収まらなくても構わない）
様式第１０号（第２２条関係）
平成　　年　　月　　日
振　込　依　頼　書
鳥取県中小企業団体中央会
会　長　　谷　口　譲　二　　様
住　　所　
企 業 名　
代表者職名
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
鳥取県中小企業団体中央会鳥取県版経営革新総合支援補助金〈高度生産性向上型〉交付要領の規定に基づき交付される補助金については、下記口座にお振り込みください。
記
           銀 行 名：　
           支 店 名：
           種　  別：
           口座番号：
           口座名義：
 様式第１３号（第２５条関係）
平成　　年　　月　　日
鳥取県中小企業団体中央会
会　長　　谷　口　譲　二　　様
住　　所　
企 業 名　
代表者職名
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
鳥取県版経営革新総合支援補助金〈高度生産性向上型〉財産処分承認申請書
　次の財産を処分したいので、鳥取県中小企業団体中央会鳥取県版経営革新総合支援補助金〈高度生産性向上型〉交付要領第２５条の規定により、下記のとおり申請します。
記
１　補助金の事業計画名
２　取得財産の品目及び取得年月日
３　取得価格及び時価
４　処分の方法
５　処分の理由
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